
政策 康

祉費・1社会福祉総務費 厚生課
協が行う各種福祉事業とが相互連携・補完しながら、地域福祉、児童福祉、障がい者福祉、高齢者福祉の拠点として一層

事　業　概　要 施策内順位 の福祉サービスを充実

事

させる。

旧小諸市保健

に

　

センター建物を、小諸

務

市野岸の丘総合福祉セ

　

ンターとして改名し、

事

市民福祉の向上を
11

　

/13総合的に推進す

業

る拠点として活用する

　

。

市長公約事項

活
動
指

名

標

指　標　名 単　位 平

新

成30年度 平成31年

規

度 平成32年度

無 会議

心

・

室等利用率
％ 60 60

継

60

投
入
指
標

平成30

続

年度 平成31年度 平成

だ

32年度

年度別事業費

れ

515 千円 515 千円

も

515 千円
特
定
財
源

国

が

・県支出金 0 千円 0 千

身

円 0 千円 特　記　事　

近

項

地 　方 　債 0 千

で

円 0 千円 0 千円

そ 　

が

安

の 　他 0 千円 0 千円

心

0 千円

一　般　財　源

し

515 千円 515 千円

て

515 千円

福祉の相談支

事　務　事　

け

援

業　名 新規・継続 各種

を

事業に必要な消耗品の

受

調達等

目　　的
障害者

け

援護費運営費 継続

会計

ら

・款・項・目 所　　管

れ

　　課 平  成  3

る

0  年  度  の

た

  目  標

各事業が

め

適正かつ円滑に実施さ

に

れるよう必要な調達等

、

、

を行い、適正な事業運

住

営に努める
一般・3民

民

生費・1社会福祉費・

に

3心身障害者援護費 厚

最

生課

事　業　概　要 施

も

策内順位

・障がい者福

身

祉、難病患者等支援、

近

医療費給付全般の事務

な

的経費
－

市長公約事項

福

活
動
指
標

指　標　名 単

み

祉

　位 平成30年度 平成

の

31年度 平成32年度

窓

無 福祉有償運送協議会

口

を開催する。
回 1 1 1

で

投
入
指
標

平成30年度

あ

平成31年度 平成32

る

年度

年度別事業費 2,

民

475 千円 1,801

生

千円 2,233 千円
特

児

定
財
源

国・県支出金 2

ん

童

97 千円 297 千円 2

委

97 千円 特　記　事　

目

項

地 　方 　債 0 千

　

円 0 千円 0 千円

そ 　

　

の 　他 0 千円 0 千円

的

0 千円

一　般　財　源

員

2,178 千円 1,5

の

04 千円 1,936 千

資

円

質

な

向上を図るとともに、

で

民生児童委員活動の円

３ 支

滑な推進を確保する。

え

社会福祉総務費運営費

合

継続

会計・款・項・

う

目 所　　管　　課 平 

ま

 成  30  年 

ち

 度  の  目  

施

標

・民生児童委員の相

策

談支援に必要な各部会

３

研修会や情報交換会（

－

理事会・地区会）を開

一

２

催するとともに、活動

だ

状況が市民
一般・3民

れ

生費・1社会福祉費・

も

1社会福祉総務費 厚生

が

課
に理解されるよう広

安

報紙を発行する。

事　

心

業　概　要 施策内順位

で

・市協議会の円滑な運

き

営により、地域におけ

る

る福祉活動の支援を行

人

福

う。

・民生委員・児童

祉

委員（福祉委員）事務

環

、小諸市民生児童（福

境

祉）委員協議会の事務

を

局運営 ・定員数111

整

名の確保を図る。
13

備
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市長公約事項

し

活
動
指
標

指　標　名 単

ま

　位 平成30年度 平成

す

31年度 平成32年度

ひ

無 民生児童委員の訪問回数
回 22,500 23,000 23,500

投
入
指
標

平成30年度 平成31年度 平成32年度 協議会全体、高齢者福祉部会、児童福祉部会による研修
回 3 3 3

年度別事業費 25,710 千円 25,7

と

10 千円 25,710 千円 会の開催回数
特
定
財
源

国・県支出金 7,265 千円 7,265 千円 7,265 千円 特　記　事　項

地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円 民生児童委員任期　H28.12.1～H31.11.30

そ

り

 　の 　他 20 千円 20 千円 20 千円 Ｈ29より定員1名増の111名

一　般　財　源 18,425 千円 18,425 千円 18,425 千円

が

事　務　事　業　名 新規・継続 地域福祉、高齢者福祉及び障がい者福祉等に関する市の事業を実施する拠点として運営する。

目　　的
総合福祉センター運営費 継続

会計・款

健

・項・目 所　　管　　課 平  成  30  年  度  の  目  標

建物全体を指定管理とすることにより、市が小諸市社会福祉協議会に事業委託する生活困窮者自立相談支援事業等と、社
一般・3民生費・1社会福

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　政策３－ 11



政策 康

・1社会福祉費・3心身障害者援護費 厚生課
障がい者・母子父子の母・父については、引き続き自動給付方式による医療費給付を行い、医療費負担の軽減を図る。

事　業　概　要 施策内順位 障がい児・

事

者の負担軽減として、

に

　

法に基づき各種手当を

務

給付する。

・障がい者

　

、母子・父子家庭、乳

事

幼児・児童に対する医

　

療費の給付 市単独の重

業

度障害児年金の今後の

　

見直し内容について、

名

周知する。
6/13・

新

障がい児・者に対する

規

各種手当の給付

市長公

心

・

約事項

活
動
指
標

指　標

継

　名 単　位 平成30年

続

度 平成31年度 平成3

障

2年度

無 受給対象者に

が

対する給付率
％ 100

い

100 100

投
入
指
標

児

平成30年度 平成31

・

年度 平成32年度

年度

者

別事業費 267,94

が

1 千円 267,941

が

自

千円 267,941 千

立

円
特
定
財
源

国・県支出

し

金 97,614 千円 1

た

08,381 千円 10

社

8,381 千円 特　記

会

　事　項

地 　方 　

生

債 0 千円 0 千円 0 千円

活

・平成30年8月診療

や

分から高校3年生まで

日

の福祉医療費について

け

常

現物給付方式による給

生

付を実施する。

そ 　

活

の 　他 550 千円 6

を

00 千円 600 千円 ・

営

市単独の重度障害児年

む

金については、今後、

こ

平成31年度に半額、

と

平成32年度廃止とす

が

る。

一　般　財　源 1

で

69,777 千円 15

、

き

8,960 千円 158

る

,960 千円

よう各種サー

事　務　事

ビ

　業　名 新規・継続 日

ス

常生活に制限のある難

み

を

病患者等に対し、精神

提

的、経済的な支援を行

供

う。

目　　的
難病患者

す

等支援事業 継続

会計・

る

款・項・目 所　　管　

。

　課 平  成  30

目

  年  度  の 

　

 目  標

・難病患者

　

等が抱える経済的、精

的

神的な負担軽減のため

ん

障

の支援を行う。
一般・

害

3民生費・1社会福祉

者

費・3心身障害者援護

地

費 厚生課
・難病患者に

域

対する医療等に関する

生

法律の施行により、障

活

害者総合支援法の対象

支

となっている方への、

援

市単独の補助制度

事　

事

業　概　要 施策内順位

な

業

などの見直しを引き続

継

き行う。

・難病患者等

続

に対する見舞金の支給

会

、通院費の補助等
9/

計

13

市長公約事項

活
動

・

指
標

指　標　名 単　位

款

平成30年度 平成31

・

年度 平成32年度

無 難

項

病患者で障害福祉サー

・

ビスを利用している方

で

目

の人数
人 14 15 16

所

投
入
指
標

平成30年度

　

平成31年度 平成32

　

年度

年度別事業費 5,

管

076 千円 3,500

　

千円 60 千円
特
定
財
源

　

国・県支出金 30 千円

課

30 千円 30 千円 特　

平

記　事　項

地 　方 

 

　債 0 千円 0 千円 0 千

３ 支

 

円 ・難病患者見舞金及

成

び通院費補助は平成3

 

2年度に廃止する。

そ

 

 　の 　他 0 千円 0

3

千円 0 千円

一　般　財

0

　源 5,046 千円 3

 

,470 千円 30 千円

 年 

え

 度  の  目  

合

標

・地域活動支援セン

う

ターを活用し障がいの

ま

ある人もない人も共に

ち

助け合える繋がりので

施

きる場を提供する。
一

策

般・3民生費・1社会

３

福祉費・3心身障害者

－

援護費 厚生課
・障がい

一

２

児・者が地域での日常

だ

生活及び社会生活を安

れ

心して生きがいのある

も

生活が営めるよう支援

が

を行う。

事　業　概　

安

要 施策内順位 ・障がい

心

児・者が地域で安心し

で

て暮らせるよう佐久圏

き

域で実施する地域生活

る

拠点等整備事業を引き

人

福

続き推進する。

・障が

祉

い児・者の社会参加を

環

促進するためのコミュ

境

ニケーション、外出、

を

見守り等に対する支援

整

の ・障がい児・者のニ

備

ーズに応じた、地域生

し

活支援事業を給付する

ま

。
4/13提供

・障が

す

い児・者の日常生活に

ひ

必要な用具の給付
市長公約事項

活
動
指
標

指　標　名 単　位 平成30年度 平成31年度 平成32年度

無 日中一時支援事業利用者数
人 120 120 125

投
入
指
標

平成30年度 平成31年度 平成32年度 地域活動支援センター利

と

用者数
人 30 30 30

年度別事業費 47,549 千円 46,833 千円 46,948 千円
特
定
財
源

国・県支出金 28,378 千円 28,266 千円 28,266 千円 特　記　事　項

地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円

そ 　

り

の 　他 0 千円 0 千円 0 千円

一　般　財　源 19,171 千円 18,567 千円 18,682 千円

が

事　務　事　業　名 新規・継続 福祉増進を図るため、医療費の給付による負担軽減を行い早期に適切な医療受診を促すとともに、重度障がい

目　　的 児・者に対し各種手当を給付し、負担軽減を行う。
障害者福祉医療

健

等給付事業 継続

会計・款・項・目 所　　管　　課 平  成  30  年  度  の  目  標

高校3年生までの医療費給付について現物給付方式を導入し、窓口における医療費支払の負担軽減を図る。
一般・3民生費

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　政策３－ 12



政策 康

の提供 ・身体機能を補完する補装具支給や障がいを除去、改善するための医療給付を実施する。
1/13・障害者総合支援法に基づく補装具、医療費等の給付

市長公約事項

活
動
指
標

指　標　名 単　位 平

事

成30年度 平成31年

に

　

度 平成32年度

無 障害

務

福祉サービス（居宅介

　

護）利用者数
人 49 5

事

4 56

投
入
指
標

平成3

　

0年度 平成31年度 平

業

成32年度 障害児福祉

　

サービス（児童発達支

名

援）利用者数
人 25 3

新

0 35
年度別事業費 9

規

04,960 千円 90

心

・

8,846 千円 914

継

,714 千円
特
定
財
源

続

国・県支出金 674,

障

319 千円 680,8

が

46 千円 685,00

い

4 千円 特　記　事　項

者

地 　方 　債 0 千円

福

0 千円 0 千円

そ 　の

祉

 　他 0 千円 0 千円 0

の

千円

一　般　財　源 2

が

向

30,641 千円 22

上

8,000 千円 229

を

,710 千円

図るため、障

事　務　事

が

　業　名 新規・継続 生

け

い

活困窮者の自立意識を

児

保持し、安定した生活

・

と就労ができるよう支

者

援する。

目　　的
自立

と

相談支援事業 継続

会計

そ

・款・項・目 所　　管

の

　　課 平  成  3

介

0  年  度  の

護

  目  標

・必須事

者

業である自立相談支援

、

の

事業と、任意事業であ

日

る家計相談支援事業、

常

就労準備支援事業を効

生

果的に組み合わせる。

活

一般・3民生費・1社

に

会福祉費・4厚生諸費

対

厚生課
・就労準備支援

す

事業は対象者数が事業

る

単位基準を下回るため

負

、県共同事業により実

み

担

施する。

事　業　概　

軽

要 施策内順位 ・事業委

減

託先の支援担当者の専

及

門的知識、相談技術の

び

向上を図る。

　生活困

関

窮者自立支援法により

係

、生活保護に至る前段

団

での自立支援策を強化

体

するもので、生活困窮

に

5/13者の様々な課

ん

対

題に一元的に対応し、

す

的確な評価・分析に基

目

づいて支援計画を策定

　

し、関係機関との

調整

　

などを行う。
市長公約

的

事項
　住居確保給付金

る

は、離職により住居を

活

喪失、又はそのおそれ

動

の高い困窮者に対し家

支

賃相当額を支

活
動
指
標

な

援

指　標　名 単　位 平成

等

30年度 平成31年度

を

平成32年度

給。就労

行

準備支援は、直ちに一

う

般就労への移行が困難

。

な困窮者に対し、多面

障

的な就労訓練を支援す

害

無 自立支援計画が終結

者

した者の割合
人 17 1

援

9 21
る。家計相談支

で

助

援は債務問題等により

事

家計に課題のある困窮

業

者に対し、解決支援を

継

する。

投
入
指
標

平成3

続

0年度 平成31年度 平

会

成32年度

年度別事業

計

費 13,674 千円 1

・

3,674 千円 13,

款

674 千円
特
定
財
源

国

・

・県支出金 9,877

３ 支

項

千円 9,877 千円 9

・

,877 千円 特　記　

目

事　項

地 　方 　債

所

0 千円 0 千円 0 千円

そ

　

 　の 　他 0 千円 0

　

千円 0 千円

一　般　財

管

　源 3,797 千円 3

　

,797 千円 3,79

　

7 千円

課

え

平  成  30  

合

年  度  の  目

う

  標

・障がい児・者

ま

の家族への経済的支援

ち

を実施することにより

施

、障がい者介護者の負

策

担を軽減する。
一般・

３

3民生費・1社会福祉

－

費・3心身障害者援護

一

２

費 厚生課
・関係団体を

だ

支援育成し、障がい児

れ

・者への理解を深める

も

ための協働体制の維持

が

発展に努める。

事　業

安

　概　要 施策内順位

・

心

障がい児・者及びその

で

介護者に対し居住環境

き

や日常生活に関するサ

る

ービスの提供
8/13

人

福

・障がい児・者関係団

祉

体に対する支援

市長公

環

約事項

活
動
指
標

指　標

境

　名 単　位 平成30年

を

度 平成31年度 平成3

整

2年度

無 障がい福祉サ

備

ービス（タイムケア）

し

の利用時間
時間 3,6

ま

25 3,650 3,6

す

50

投
入
指
標

平成30

ひ

年度 平成31年度 平成32年度

年度別事業費 6,770 千円 6,770 千円 6,770 千円
特
定
財
源

国・県支出金 1,500 千円 1,235 千円 1,235 千円 特　記　事　項

地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円

そ 　の 

と

　他 0 千円 0 千円 0 千円

一　般　財　源 5,270 千円 5,535 千円 5,535 千円

事　

り

務　事　業　名 新規・継続 障がいのある人々が地域で自立した生活をするために必要となるサービスを一元的に提供する

目　　的
障害者総合支援給付事業 継続

会計・款・項・目 所　　管　　課 平  成  30  年  度

が

  の  目  標

・障がい児・者が地域で自立した生活が送れるよう、佐久圏域で実施する地域生活支援拠点等整備を引き続き推進する。
一般・3民生費・1社会福祉費・3心身障害者援護費 厚生課

・小諸市障害福祉サー

健

ビス事業所等連絡会等と連携し、様々なニーズに対応した必要なサービスが提供されるよう環境の

事　業　概　要 施策内順位 整備に引き続き努める。

・障害者総合支援法に基づく障がい児・者への介護、訓練等福祉サービス
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政策 康

74,951 千円
特
定
財
源

国・県支出金 571,020 千円 571,020 千円 571,020 千円 特　記　事　項

地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円

そ 　の 　他 50 千円 0 千円 0 千円

一　般　財

事

　源 103,881 千

に

　

円 103,931 千円

務

103,931 千円

　事　業　名

事　

新

務　事　業　名 新規・

規

継続 ひとり親家庭は、

心

・

児童の養育や健康に不

継

安を抱えている場合が

続

多く、就労先の確保な

生

ど経済的に困難な状況

活

も

目　　的 あるため、

困

就労や生活面での相談

窮

業務を行い、必要な支

者

援をすることにより自

及

立の助長に努める。
ひ

び

とり親福祉事業 継続

会

が

心

計・款・項・目 所　　

身

管　　課 平  成  

障

30  年  度  

が

の  目  標

ＤＶ・

い

ストーカー被害の相談

者

も増加しており、内容

等

も複雑化しているため

の

、研修会等へ積極的に

社

参加し専門的な知識を

会

習
一般・3民生費・3

け

的

児童福祉費・2ひとり

・

親福祉費 厚生課
得する

経

。

事　業　概　要 施策

済

内順位 保健師、ハロー

的

ワーク、警察、児童相

な

談所等関係機関と連携

自

を密にし総合的に支援

立

を行う。

ひとり親家庭

を

（母子・父子）等の、

促

児童の健全な育成を図

、

進

るため、母子・父子自

す

立支援員を配置し ひと

る

り親の相談事業をより

た

充実させ、不安等につ

め

いて解消できるよう支

、

援する。
2/13て、

就

助産や自立支援等の相

労

談業務を行う。 平成2

や

9年度に作成したパン

技

フレットの内容の充実

み

能

を図る。

国で定められ

習

た要件により、所得等

得

に応じた児童扶養手当

の

の支給を行う。
市長公

機

約事項

活
動
指
標

指　標

会

　名 単　位 平成30年

等

度 平成31年度 平成3

を

2年度

無 それぞれの相

提

談内容に対する支援や

供

制度、機関等の紹介
％

ん

し

100 100 100

投

、

入
指
標

平成30年度 平

目

成31年度 平成32年

　

度

年度別事業費 231

　

,658 千円 231,

的

658 千円 231,6

経

58 千円
特
定
財
源

国・

済

県支出金 79,947

的

千円 79,962 千円

な

79,962 千円 特　

な

保

記　事　項

地 　方 

護

　債 0 千円 0 千円 0 千

を

円

そ 　の 　他 10

行

0 千円 0 千円 0 千円

一

う

　般　財　源 151,

。

611 千円 151,6

社

96 千円 151,69

会

6 千円

事業

で

授産施設事業費運営費

３ 支

継続

会計・款・項・目

え

所　　管　　課 平  

合

成  30  年  

う

度  の  目  標

ま

・指定管理者のノウハ

ち

ウによる企業開拓、自

施

主製品の発案・製品化

策

により作業員工賃を向

３

上させ、利用者の経済

－

的自立を
一般・3民生

一

２

費・1社会福祉費・5

だ

社会事業授産施設事業

れ

費 厚生課
促進する。

事

も

　業　概　要 施策内順

が

位 ・事業経営の収支状

安

況により、指定管理委

心

託料を算定する。

・生

で

活困窮者（要保護者・

き

準要保護者）と心身障

る

がい者（精神障がい者

人

福

・知的障がい者・身体

祉

障が
12/13い者）

環

等への就労の場の提供

境

・一般就労に向けての

を

自立助長訓練、自立支

整

援も提供する。
市長公

備

約事項

活
動
指
標

指　標

し

　名 単　位 平成30年

ま

度 平成31年度 平成3

す

2年度

無 利用者数
人 5

ひ

0 50 50

投
入
指
標

平成30年度 平成31年度 平成32年度

年度別事業費 3,200 千円 3,200 千円 3,200 千円
特
定
財
源

国・県支出金 0 千円 0 千円 0 千円 特　記　事　項

地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円

そ 　の

と

 　他 0 千円 0 千円 0 千円

一　般　財　源 3,200 千円 3,200 千円 3,200 千円

事

り

　務　事　業　名 新規・継続 市内在住の0歳から15歳までの児童を対象に児童手当を支給する。

目　　的
児童手当 継続

会計・款・項・目 所　　管　　課 平  成  30  年  度  の  目  標

児童を養育するた

が

めの支援として国が定めた手当支給を適正に行う。
一般・3民生費・3児童福祉費・1児童福祉総務費 厚生課

事　業　概　要 施策内順位

家庭等の生活の安定に寄与することや、次世代の社会を担う児童の健やかな成長に資す

健

ることを目
－的に国が定めた手当。

市長公約事項

活
動
指
標

指　標　名 単　位 平成30年度 平成31年度 平成32年度

無

投
入
指
標

平成30年度 平成31年度 平成32年度

年度別事業費 674,951 千円 674,951 千円 6
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政策 康

長公約事項

活
動
指
標

指　標　名 単　位 平成30年度 平成31年度 平成32年度

無 レセプト点検の実施率
％ 100 100 100

投
入
指
標

平成30年度 平成31年度 平成32年度

年度別事業費 3,933 千

事

円 3,231 千円 3,

に

　

231 千円
特
定
財
源

国

務

・県支出金 478 千円

　

127 千円 127 千円

事

特　記　事　項

地 　

　

方 　債 0 千円 0 千円

業

0 千円 毎年度、「生活

　

保護業務実施方針及び

名

事業計画」を策定し、

新

生活保護業務を実施。

規

そ 　の 　他 0 千円

心

・

0 千円 0 千円

一　般　

継

財　源 3,455 千円

続

3,104 千円 3,1

発

04 千円

達に遅れや心

事　務　事　業

が

配

　名 新規・継続 生活保

の

護受給者等の経済的・

あ

社会的自立の促進を図

る

るため、就労支援員が

利

支援を必要とする生活

用

保護受給者等

目　　的

者

に対して専門的な見地

に

から就労支援を行う。

対

生活保護受給者就労支

し

援事業 継続

会計・款・

け

機

項・目 所　　管　　課

能

平  成  30  

回

年  度  の  目

復

  標

・専門の就労支

訓

援員を配置し、支援が

練

必要な生活保護受給者

等

等に対して早期就労の

の

喚起と適切な就労支援

支

を行う。
一般・3民生

援

費・4生活保護費・1

、

を

生活保護総務費 厚生課

行

・直ちに一般就労が困

う

難と思われる被保護者

と

については、生活困窮

と

者就労準備支援事業を

も

取り組む（自立相談支

に

援事業）

事　業　概　

、

要 施策内順位 。

・就労

安

能力はあるが就労にあ

心

たってのサポートが必

み

し

要な生活保護受給者等

て

に対して、就労支援員

過

を
3/13配置し、ハ

ご

ローワーク等関係機関

せ

と連携しながら就労に

る

向けた支援を行う。

市

場

長公約事項

活
動
指
標

指

所

　標　名 単　位 平成3

を

0年度 平成31年度 平

提

成32年度

無 生活保護

ん

供

受給者における就労可

す

能な稼働年齢者におけ

目

る
％ 30 30 30

就労

　

した者の率

投
入
指
標

平

　

成30年度 平成31年

的

度 平成32年度

年度別

る

事業費 2,457 千円

。

2,457 千円 2,4

保

57 千円
特
定
財
源

国・

護

県支出金 1,842 千

な

者

円 1,842 千円 1,

に

842 千円 特　記　事

対

　項

地 　方 　債 0

す

千円 0 千円 0 千円 毎年

る

度、「生活保護業務実

育

施方針及び事業計画」

児

を策定し、生活保護業

支

務を実施。

そ 　の 

援

　他 0 千円 0 千円 0 千

等

円

一　般　財　源 6

で

を

15 千円 615 千円 6

行

15 千円

う。
児童発達支援

３ 支

事業運営費 継続

会計・

え

款・項・目 所　　管　

合

　課 平  成  30

う

  年  度  の 

ま

 目  標

利用者の増

ち

加やニーズにあわせて

施

専門的な知識や手法を

策

取り入れた児童発達支

３

援および放課後等デイ

－

サービス事業を実施
一

一

２

般・3民生費・3児童

だ

福祉費・4児童発達支

れ

援事業費 厚生課
するた

も

め、指定管理者制度を

が

導入し、療育の充実を

安

図る。

事　業　概　要

心

施策内順位

・児童発

で

達支援施設「ひまわり

き

園」の運営(児童発達

る

支援事業・放課後等デ

人

福

イサービス事業）
1

祉

0/13

市長公約事項

環

活
動
指
標

指　標　名 単

境

　位 平成30年度 平成

を

31年度 平成32年度

整

無 発達支援、放課後等

備

デイサービスを必要と

し

する児の実利
人 25 2

ま

5 25
用者数

投
入
指
標

す

平成30年度 平成31

ひ

年度 平成32年度

年度別事業費 6,200 千円 6,200 千円 6,200 千円
特
定
財
源

国・県支出金 0 千円 0 千円 0 千円 特　記　事　項

地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円 指定管理者制度の導入により、より利用者のニーズ

と

に沿える専門的な支援を行なえるよう事業者へ依頼していく。

そ 　の 　他 0 千円 0 千円 0 千円

一　般　財　源 6,200 千円 6,200 千円 6,200 千円

り

事　務　事　業　名 新規・継続 生活保護の適正な運営を確保するため、レセプト点検、扶養義務調査、生活保護システムの活用等を行う。

目　　的
生活

が

保護適正実施推進事業 継続

会計・款・項・目 所　　管　　課 平  成  30  年  度  の  目  標

・専門業者によるレセプト点検を実施し、医療扶助費の適正化を図る。
一般・3民生費・4生活保護費・1生活

健

保護総務費 厚生課
・生活保護システムの更新を行い、新システムの運用を始める。

事　業　概　要 施策内順位

・国の補助金を活用したレセプト点検、扶養義務調査、関係職員等研修、生活保護システムの活用
7/13等。

市
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政策 康

標

円

平成3

事　務　事　

0

業　名 新規・継続

投
入

年

指
標

平成30年度 平成

度

31年度 平成32年度

平

年度別事業費 200 千

成

円 200 千円 200 千

3

円
小災害被災者見舞金

に

1

継続
特
定
財
源

国・県支

年

出金 0 千円 0 千円 0 千

度

円

会計・款・項・目 所

平

　　管　　課 地 　方

成

 　債 0 千円 0 千円 0

3

千円

そ 　の 　他 0

2

千円 0 千円 0 千円
一般

年

・3民生費・1社会福

度

祉費・4厚生諸費 厚生

年

課
一　般　財　源 20

心

度

0 千円 200 千円 20

別

0 千円

事業費

事　務　

9

事　業　名 新規・継続

1

投
入
指
標

平成30年度

,

平成31年度 平成32

8

年度

年度別事業費 2,

1

043 千円 2,043

が

2

千円 2,043 千円
生

千

活保護総務費運営費 継

円

続
特
定
財
源

国・県支出

9

金 0 千円 0 千円 0 千円

1

会計・款・項・目 所　

,

　管　　課 地 　方 

8

　債 0 千円 0 千円 0 千

1

円

そ 　の 　他 0 千

2

円 0 千円 0 千円
一般・

千

3民生費・4生活保護

け

円

費・1生活保護総務費

9

厚生課
一　般　財　源

1

2,043 千円 2,0

,

43 千円 2,043 千

8

円

12 千

事　務　事　

円

業　名 新規・継続

投
入

社

指
標

平成30年度 平成

、

会

31年度 平成32年度

福

年度別事業費 47,5

祉

79 千円 47,579

総

千円 47,579 千円

務

生活保護総務費給与費

費

継続
特
定
財
源

国・県支

給

出金 0 千円 0 千円 0 千

与

円

会計・款・項・目 所

費

　　管　　課 地 　方

継

 　債 0 千円 0 千円 0

み

続

千円

そ 　の 　他 0

特

千円 0 千円 0 千円
一般

定

・3民生費・4生活保

財

護費・1生活保護総務

源

費 厚生課
一　般　財　

国

源 47,579 千円 4

・

7,579 千円 47,

県

579 千円

支出

ん

金

事　

0

務　事　業　名 新規・

千

継続

投
入
指
標

平成30

円

年度 平成31年度 平成

0

32年度

年度別事業費

千

502,403 千円 5

円

02,403 千円 50

0

2,403 千円
生活保

千

護等扶助費 継続
特
定
財

円

源

国・県支出金 381

な

会

,802 千円 381,

計

802 千円 381,8

・

02 千円

会計・款・項

款

・目 所　　管　　課 地

・

 　方 　債 0 千円 0

項

千円 0 千円

そ 　の 

・

　他 2,000 千円 2

目

,000 千円 2,00

所

0 千円
一般・3民生費

　

・4生活保護費・2扶

で

　

助費 厚生課
一　般　財

管

　源 118,601 千

　

円 118,601 千円

　

118,601 千円

課 地 　

事　務　事　業　

方

名 新規・継続

投
入
指
標

 

平成30年度 平成31

３ 支

　

年度 平成32年度

年度

債

別事業費 7,500 千

0

円 7,500 千円 7,

千

500 千円
災害救助費

円

運営費 継続
特
定
財
源

国

0

・県支出金 5,625

千

千円 5,625 千円 5

円

,625 千円

会計・款

0

・項・目 所　　管　　

千

課 地 　方 　債 0 千

え

円

円 0 千円 0 千円

そ 　

そ

の 　他 0 千円 0 千円

 

0 千円
一般・3民生費

　

・5災害救助費・1災

の

害救助費 厚生課
一　般

 

　財　源 1,875 千

　

円 1,875 千円 1,

他

875 千円

0 千

合

円 0 千円 0 千円
一般・

う

3民生費・1社会福祉

ま

費・1社会福祉総務費

ち

厚生課
一　般　財　源

施

91,812 千円 91

策

,812 千円 91,8

３

12 千円

－

一

２ だ

事　務

れ

　事　業　名 新規・継

も

続

投
入
指
標

平成30年

が

度 平成31年度 平成3

安

2年度

年度別事業費 3

心

44,370 千円 38

で

5,009 千円 395

き

,553 千円
国民健康

る

保険事業特別会計繰出

人

福

金 継続
特
定
財
源

国・県

祉

支出金 175,233

環

千円 202,223 千

境

円 211,001 千円

を

会計・款・項・目 所　

整

　管　　課 地 　方 

備

　債 0 千円 0 千円 0 千

し

円

そ 　の 　他 0 千

ま

円 0 千円 0 千円
一般・

す

3民生費・1社会福祉

ひ

費・2国保・年金事業費 市民課
一　般　財　源 169,137 千円 182,786 千円 184,552 千円

事　務　事　業　名 新規・継続

投
入
指
標

平

と

成30年度 平成31年度 平成32年度

年度別事業費 22,880 千円 22,880 千円 22,880 千円
厚生諸費運営費 継続

特
定
財
源

国・県支出金 0 千円 0 千円 0 千円

会計・款・項・目 所　　管　　課 地 　方 　債 0 千円

り

0 千円 0 千円

そ 　の 　他 2,687 千円 2,687 千円 2,687 千円
一般・3民生費・1社会福祉費・4厚生諸費 厚生課

一　般　財　源 20,193 千円 20,193 千円 20,193 千円

が

事　務　事　業　名

事

新規・継続

投
入
指
標

平

　

成30年度 平成31年

務

度 平成32年度

年度別

　

事業費 228 千円 22

事

8 千円 228 千円
行旅

　

扶助厚生費 継続
特
定
財

業

源

国・県支出金 176

健

　

千円 176 千円 176

名

千円

会計・款・項・目

新

所　　管　　課 地 　

規

方 　債 0 千円 0 千円

・

0 千円

そ 　の 　他

継

0 千円 0 千円 0 千円
一

続

般・3民生費・1社会

投

福祉費・4厚生諸費 厚

入

生課
一　般　財　源 5

指

2 千円 52 千円 52 千
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政策 康

標

平成30年度 平成3

に

1年度 平成32年度

年

心

度別事業費 2,500

が

千円 2,500 千円 2

け

,500 千円
災害援護

、

資金貸付金 継続
特
定
財

み

源

国・県支出金 0 千円

ん

0 千円 0 千円

会計・款

な

・項・目 所　　管　　

で

課 地 　方 　債 0 千

３ 支

円 0 千円 0 千円

そ 　

え

の 　他 2,500 千

合

円 2,500 千円 2,

う

500 千円
一般・13

ま

諸支出金・3貸付金・

ち

1災害援護資金貸付金

施

厚生課
一　般　財　源

策

0 千円 0 千円 0 千円

３－

一

２ だれもが安心できる

人

福祉環境を整備します

ひとりが

事　務　事　業

健

　名 新規・継続

投
入
指
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